
 

 
 
 

令和４年６月市議会定例会 提出議案 
 

 

議 案 種 別 件数（件） 

専決処分の報告議案 ２ 

条 例 議 案 ７ 

一 般 議 案 ４ 

補 正 予 算 議 案 ２ 

合    計 １５ 

 



番号 件　　　　　名 提出局

1
北九州市市税条例の一部を改正する条例の専決処分の報告に
ついて

2
令和４年度北九州市一般会計補正予算の専決処分の報告につ
いて

3 北九州市手数料条例の一部改正について

4 北九州市市税条例の一部改正について

5
北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する
条例の一部改正について

市民文化
ｽﾎﾟｰﾂ局

6
建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例の一部
改正について

建　築
都市局

7 北九州市いじめ問題専門委員会条例の一部改正について
教　育
委員会

8
北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の
公費負担に関する条例の一部改正について

行　政
委員会

9 小池特別支援学校改築工事（第２期）請負契約締結について
技　術
監理局

10 市道路線の認定、変更及び廃止について

11
鹿児島本線戸畑・枝光間及び鹿児島貨物線浜小倉・黒崎間汐
井町牧山海岸線架道橋新設工事委託協定の一部変更について

12 建物等の取得について

13 令和４年度北九州市一般会計補正予算について

14 令和４年度北九州市土地取得特別会計補正予算について

15
北九州市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
基金条例の一部改正について

産　業
経済局

令和４年６月市議会定例会　　提出議案件名

財政局

建設局

財政局



Ｎｏ 

１ 

北九州市市税条例の一部を改正する条例の専決処分の報告につい

て 

（財政局税務部税制課） 

 

北九州市市税条例の一部を改正するに当たり、地方自治法第１７９条

第１項の規定により専決したので、同条第３項の規定により、これを報

告し、承認を求めるもの 

 

１ 固定資産税及び都市計画税 

  商業地等に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置につい

て、令和４年度に限り、課税標準額の上昇幅を、評価額の５パーセ

ントから２．５パーセントに引き下げる。（付則第１１条、付則第

１８条関係） 

 

２ 施行期日 

  令和４年４月１日 
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Ｎｏ 

２ 

 令和４年度北九州市一般会計補正予算の専決処分の報告につい 

て 

                   （財政局財務部財政課） 

  

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業及び子育て世帯生活

支援特別給付金事業を処理するため令和４年度北九州市一般会計補正予

算を定めるに当たり、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決し

たので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求めるもの 

 

１ 歳入歳出補正額                       

（単位：千円） 

区  分 補正前 補正後 補正(専決)額 

歳入歳出額 608,218,000 610,650,000 2,432,000 

 

２ 専決処分年月日 

    令和４年５月１６日 
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Ｎｏ 

３ 

北九州市手数料条例の一部改正について 

 

（財政局財務部財政課） 

 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部改正に伴い、長期優

良住宅維持保全計画の認定の申請に対する審査に係る手数料を設定する

等のため、関係規定を改めるもの 

 

１ 長期優良住宅維持保全計画の認定の申請に対する審査に係る手数

料の設定（別表関係） 

区分  手数料の金額 

一戸建て

住宅 

１件につき６，５００円～７３，０００円 

共同住宅

等 

１件につき２２，０００円～５，３２８，０００円

を、同一の建築物において認定を申請しようとする

住宅の数で除して得た金額 

区分所有

住宅 

１件につき２２，０００円～５，３２８，０００円 

 

２ 施行期日 

令和４年１０月１日 
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Ｎｏ 

４ 

北九州市市税条例の一部改正について 

 

（財政局税務部税制課） 

 

地方税法等の一部改正に伴い、個人の市民税における住宅借入金等特

別税額控除の適用期限を延長する等のため、関係規定を改めるもの 

 

１ 個人市民税 

  （１） 特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得におけ

る課税方式を所得税と一致させる。（第１７条、第２３条、付則

第１７条の３、付則第２３条の４の２、付則第２３条の５関係） 

  （２） 住宅借入金等特別税額控除の適用期限を令和２０年度まで

延長する。（付則第７条の３の２関係） 

 

 ２ 固定資産税 

  （１） 地域決定型地方税制特例措置の対象となる、貯留機能保全

区域内にある土地に係る課税標準について、本市において適用す

る特例率を４分の３とする。（付則第９条の２関係） 

  （２） グリーンアジア国際戦略総合特区内に設置される一定の施

設等の課税免除の適用期限を令和６年３月３１日まで延長する。

（付則第１５条の５関係） 

  （３） 地域再生法に基づいて整備される特定業務施設等の不均一

課税の適用期限を令和９年３月３１日まで延長する。（付則第１

５条の７関係） 

 

 ３ 都市計画税 

   地域決定型地方税制特例措置の対象となる、貯留機能保全区域内

にある土地に係る課税標準について、本市において適用する特例率

を４分の３とする。（付則第２０条関係） 

（次頁に続く） 
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（続き） 

４ 施行期日 

２及び３は、公布の日 

１（２）は、令和５年１月１日 

１（１）は、令和６年１月１日 
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Ｎｏ 

５ 

 北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例

の一部改正について 

      （市民文化スポーツ局スポーツ部スポーツ振興課） 

 

岩ケ鼻市民プールの廃止に伴い、関係規定を改めるもの 

 

１ 岩ケ鼻市民プールの廃止に伴う規定の整備（別表第１関係） 

  岩ケ鼻市民プールの廃止に伴い、同プールの使用料に係る規定を

削除する。 

 

２ 施行期日  

  公布の日 
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Ｎｏ 

 ６ 

 建築物における駐車施設の付置及び管理に関する条例の一部改正

について 

            （建築都市局計画部都市交通政策課） 

  

駐車場整備地区等において建築物の新築等を行う場合の駐車施設の付

置の特例を追加するため、関係規定を改めるもの 

 

１ 駐車施設の付置の特例の追加（第７条関係） 

特に民間開発の促進等を図る必要がある地域内で建築物の新築等

を行う場合において、市長の承認を受けて当該建築物の敷地から５

００メートル以内の場所に一定の駐車施設を設置したときは、当該

建築物又はその敷地内に駐車施設を付置しないことができる。 

 

２ 施行期日 

  公布の日 
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Ｎｏ 

７ 

 北九州市いじめ問題専門委員会条例の一部改正について 

 

       （教育委員会学校教育部生徒指導課） 

  

北九州市いじめ問題専門委員会に臨時委員を置くことができるように

するため、関係規定を改めるもの 

  

１ 臨時委員の新設（第３条、第４条、第６条関係） 

  いじめ防止対策推進法に規定する重大事態に関することを調査審

議させるため必要があるときは、委員会に臨時委員を置くことがで

きる。 

  

２ 施行期日 

公布の日 
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Ｎｏ 

８ 

北九州市議会議員及び北九州市長の選挙における選挙運動の公費 

負担に関する条例の一部改正について 

                 （行政委員会事務局選挙課） 

  

公職選挙法施行令の一部改正に伴い、選挙運動用自動車の使用、選挙 

運動用ビラの作成及び選挙運動用ポスターの作成に係る費用の公費負担 

の限度額を引き上げるため、関係規定を改めるもの 

 

１ 選挙運動用自動車の使用に係る費用の公費負担の限度額の引上げ 

（第４条関係） 

契約の種類 現行 改正後 

自動車の借入れ

契約の場合 

１日につき 

１万５，８００円 

１日につき 

１万６，１００円 

自動車の燃料供

給契約の場合 

１日につき 

７，５６０円 

１日につき 

７，７００円 

 

２ 選挙運動用ビラの作成に係る費用の公費負担の限度額の引上げ（ 

第８条関係） 

（１） 作成枚数が５万枚以下の場合 

現行 １枚当たり７円５１銭 

改正後 １枚当たり７円７３銭 

 
 （２） 作成枚数が５万枚を超える場合 

現行 

１枚当たり 

５円２銭 ×（作成枚数－５万枚）＋３７万５，５００円 

作成枚数 

改正後 

１枚当たり 

５円１８銭×（作成枚数－５万枚）＋３８万６，５００円 

作成枚数 

 

 

 

 
(次頁に続く） 
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（続き） 

３ 選挙運動用ポスターの作成に係る費用の公費負担の限度額の引上 

げ（第１１条関係） 

（１） ポスター掲示場の数が５００以下である場合 

現行 

１枚当たり 

５２５円６銭 ×ポスター掲示場の数＋３１万５００円 

ポスター掲示場の数 

改正後 

１枚当たり 

５４１円３１銭×ポスター掲示場の数＋３１万６，２５０円 

ポスター掲示場の数 
 
 （２） ポスター掲示場の数が５００を超える場合 

現行 

１枚当たり 

２６万２，５３０円＋２７円５０銭×（ポスター掲示場の数－５００）＋３１万５００円 

ポスター掲示場の数 

改正後 

１枚当たり 

２７万６５５円    ＋２８円３５銭×（ポスター掲示場の数－５００）＋３１万６，２５０円 

ポスター掲示場の数 

 

４ 施行期日 

  公布の日 
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Ｎｏ 

９ 

小池特別支援学校改築工事（第２期）請負契約締結について 

 

（技術監理局契約部契約課）

 

  小池特別支援学校改築工事（第２期）請負契約を締結するもの 

 

１ 契約金額 ７億６，７２５万円 

 

２ 契約方法 一般競争入札 

   

  ３ 工  期 契約締結の日から令和５年９月３０日まで 

 

４ 契約の相手方 北九州市門司区小森江三丁目１２番１０号 

           九鉄工業株式会社 
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Ｎｏ 

１０ 

市道路線の認定、変更及び廃止について 

 

（建設局道路部管理課） 

 

市道路線の整備を図るため、路線の認定、変更及び廃止を行うもの 

 

 数 延 長 面 積 

認 定 １５路線 １，５３９ｍ ７，９３９㎡ 

変 更 ４路線 ２４ｍ △９５７㎡ 

廃 止 ４路線 △１９９ｍ △５９４㎡ 
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Ｎｏ 

１１ 

鹿児島本線戸畑・枝光間及び鹿児島貨物線浜小倉・黒崎間汐井町

牧山海岸線架道橋新設工事委託協定の一部変更について 

（建設局道路部街路課） 

 

鹿児島本線戸畑・枝光間及び鹿児島貨物線浜小倉・黒崎間汐井町牧山

海岸線架道橋新設工事委託協定の一部を変更するもの 

 

１ 既決委託金額 

  ４６億９，９８８万７，０００円 

 

２ 変更委託金額 

  ４６億９，１３２万９，００７円 
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Ｎｏ 

１２ 

 建物等の取得について 

  

（建設局公園緑地部緑政課）

  

  小倉北区上到津四丁目に整備する建物及び工作物を特定公園施設と  

として買い入れるもの 

 

  １ 建物の取得 

   （１）建物の所在地 

小倉北区上到津四丁目１３３番地４  

   （２）建物の構造及び数量 

     到津の森公園南側エントランス整備事業で事業者が整備する 

    特定公園施設であるエントランス施設 

鉄骨造り平家建て １棟 

 

  ２ 工作物の取得 

   （１）工作物の所在地 

     小倉北区上到津四丁目１３３番地３ 

     小倉北区上到津四丁目１３３番地４ 

     小倉北区上到津四丁目１３６番地１ 

     小倉北区上到津四丁目１３６番地４ 

   （２）工作物の数量 

     到津の森公園南側エントランス整備事業で事業者が整備する 

    特定公園施設であるエレベーター、ブロック積み擁壁、階段、 

    広場、公園照明灯等の工作物 １式 

 

３ 買入れ予定金額 

  ２億８００万円。ただし、当該金額を上限として精算した後に 

確定するものとする。 
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№ 件    名 要       旨 

令 

和 

４ 

年 

度 

予 

算 

規 

模 

区  分 補正額の合計 補正後の予算総額 

一般会計 091 億 4,790 万円 0 6,197 億 9,790 万円 

特別会計 011 億 5,800 万円 0 3,966 億 4,260 万円   

企業会計 32 億 4,878 万 0 千円 2,627 億 8,519 万円   

合  計 103 億  590 万円 1 兆 2,792 億 2,569 万円 

13 

令和４年度北九州市 

一般会計 

 補正予算について 

１ 補正額 

 

２ 総 額 

91 億 4,790 万円 

 

6,197 億 9,790 万円 

14 

令和４年度北九州市 

土地取得特別会計 

 補正予算について 

１ 補正額 

 

２ 総 額 

11 億 5,800 万円 

 

58 億 5,500 万円 
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Ｎｏ 

１５ 

北九州市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金

条例の一部改正について 

（産業経済局地域経済振興部中小企業振興課） 

 

北九州市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金条例

の有効期間を延長するため、関係規定を改めるもの 

  

１ 有効期間の延長（付則第２項関係） 

現行 改正後 

この条例は、令和８年３月３１

日限り、その効力を失う。 

この条例は、令和１０年３月３

１日限り、その効力を失う。 

 

２ 施行期日 

公布の日 
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